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郡山市避難行動要支援者避難支援制度に関する要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市民との協働による安全で安心なまちづくりの推進のため、災害対

策基本法（昭和36年法律第 223 号）及び郡山市地域防災計画の定めるところにより、

災害時の本市における高齢者、障がい者等に対する避難支援を、地域住民の協力によ

り迅速かつ的確に行うことを目的とする避難行動要支援者避難支援制度（以下「制度」

という 。） に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 要配慮者 災害時において、高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に配慮を要する

者をいう。 

(2) 避難行動要支援者 市内に居住する要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発

生するおそれがある場合に自ら避難することが困難であり、その円滑かつ迅速な避

難の確保を図るため特に支援を要する別表に掲げる者をいう。 

(3) 避難行動要支援者登録者 避難行動要支援者のうち、地域における第７条第１項各

号に掲げる支援 ( 以下「支援」という 。） を希望する者で、避難支援等を受けるた

めに必要な個人情報について避難支援等関係者へ提供することに同意し、制度への

登録がされた者をいう。 

(4) 避難支援等 避難行動要支援者について、避難の支援、安否確認、避難誘導その他

の避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために必要な措置をいう。 

(5) 避難行動要支援者名簿 市長が避難行動要支援者の存在を把握するための情報（氏

名、生年月日、性別、住所、連絡先及び支援が必要であることを示す情報。以下

「名簿情報」という 。） が記載され、避難支援等を実施するための基礎とする名簿

をいう。 

(6) 近隣協力者 避難行動要支援者を普段から見守り、災害時等においては情報の伝達、

避難支援等に努めるとともに、避難行動要支援者名簿に記載される自己の情報（氏

名、住所、電話番号等）を避難支援等関係者へ提供することに同意した者をいう。 

(7) 避難支援等関係者 避難行動要支援者に対し、避難誘導等の支援活動を行う、民生

委員、町内会、自主防災組織、消防機関、警察、社会福祉協議会及び地域包括支援

センターをいう。 

(8) 個別避難計画 名簿情報に、避難支援等に必要な情報（避難先、避難経路、避難方

法、避難後及び避難生活における配慮事項、避難支援等実施者）を加えた情報（以

下「個別避難計画情報」という 。） が記載されたものであり、避難行動要支援者登

録者のうち作成及び個別避難計画情報の提供に同意する者ごとに、災害時等におい

て必要な避難支援等を円滑かつ迅速に実施するための計画をいう。 

(9) 避難支援等実施者 災害時等において、避難行動要支援者に対し避難支援等を実際

に行う者として、個別避難計画に自己の情報（氏名、住所、電話番号等）が記載さ

れた者をいう。 
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(10)指定福祉避難所 災害時において、一般的な避難所では生活に支障をきたす避難行

動要支援者が相談し、又は助言その他の支援を受けることができ、一定期間滞在さ

せるため、災害対策基本法施行令（昭和37年政令第 288 号）第20条の６に定める基

準に適合する施設として、あらかじめ市が指定及び公示した避難所をいう。 

（避難行動要支援者名簿の作成） 

第３条 市長は、その保有する情報及び関係機関から収集した情報等を利用し、避難行動

要支援者名簿 ( 以下「名簿」という。 ) を作成するものとする。 

２ 名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 本人に関する情報として、氏名、生年月日、性別、住所又は居所、電話番号その他

の連絡先、避難支援等を必要とする事由 

(2) 近隣協力者に関する情報として、氏名、住所、電話番号その他の連絡先 

(3) 前２号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し市長が必要と認める事項 

（名簿情報の利用及び提供） 

第４条 市長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、避難行動要支援

者本人の同意を得た上で、避難支援等関係者に対し、名簿情報を提供するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に

おいて、避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要がある

と認めるときは、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に

対し、名簿情報を提供することができる。この場合においては、名簿情報を提供する

ことについて避難行動要支援者本人の同意を得ることを要しない。 

（名簿情報提供の同意） 

第５条 前条第１項に定める情報提供について同意する者（以下「登録申請者」という 。）

は、郡山市避難行動要支援者避難支援制度登録申請書兼同意確認書（第１号様式。以

下「申請書」という 。） に、同意する旨の署名をし、避難支援等を受けるために必要

な個人情報を記載の上、市長に提出するものとする。この場合において、登録申請者

は、近隣協力者に記載の同意を得なければならない。 

２ 登録申請者本人が筆記困難又は意思表示を行うことが困難であって申請書を記載でき

ないときは、本人からの聞き取り等により親族等が記載を代理することができる。た

だし、同意する旨の署名については、本人又は親族に限るものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する申請を容易にするため、避難支援等関係者の協力を得て、

避難行動要支援者の把握及び登録のために必要な調査を行うものとする。 

４ 市長は、避難行動要支援者を登録するに当たっては、近隣協力者の同意の有無その他

の記載事項の確認を行うものとする。 

（避難行動要支援者登録者一覧表の提供） 

第６条 第４条第１項に規定する名簿情報は、避難行動要支援者登録者ごとの避難支援等

に必要な情報を一覧にした郡山市避難行動要支援者登録者一覧表（第２号様式。以下

「登録者一覧表」という 。） によるものとする。 

２ 市長は、名簿情報に変更があった場合は、必要に応じて登録者一覧表を新たに作成し、

避難支援等関係者に提供することができる。 

３ 市長は、前２項の規定により提供する場合は、避難行動要支援者登録者の個人情報が
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第１条に定める目的以外に使用されないようにするため、当該個人情報の適切な管理

方法について教示するとともに、避難支援等関係者と個人情報保護に関する郡山市避

難行動要支援者避難支援制度に関する覚書（第３号様式）を締結し、郡山市避難行動

要支援者登録者一覧表受領書（第４号様式）を徴するものとする。 

 （避難支援等関係者による支援） 

第７条 避難支援等関係者は、次に掲げる支援を行うものとする。 

 (1) 災害時における安否確認、避難誘導、救出活動等 

 (2) 前号に掲げる支援を容易にするために日常生活において行う声かけ、相談等 

２ 避難支援等関係者は、前項に掲げる支援に関して、法的な責任や義務を負うものでは

ない。 

 （登録者一覧表の取扱） 

第８条 市長は、避難支援等関係者に対し次に掲げる事項を遵守する旨を確認するものと

する。 

 (1) 登録者一覧表に記載された情報及び支援上知り得た個人の秘密の漏えいをしないこ

と。 

 (2) 前条各号に掲げる支援以外の目的に使用しないこと。 

 (3) 登録者一覧表の汚損、紛失、盗難等がないよう適正に管理すること。 

 (4) 原則として、登録者一覧表を複製し、又は転写しないこと。 

 (5) 登録者一覧表を紛失したときは、速やかに市長に報告すること。 

 （登録情報の変更等） 

第９条 避難行動要支援者登録者は、申請書に記載した内容に変更が生じたときは、市長

に届け出るものとする。 

２ 前項の規定による届出は、郡山市避難行動要支援者登録事項変更届（第５号様式）に

よるものとする。 

３ 市長は、名簿情報について、正確かつ最新の内容に保つため、避難行動要支援者登録

者ごとに、定期的に第１項の規定による届出を促すものとする。この場合において、

当該避難行動要支援者登録者の名簿情報を示すことができる。 

４ 市長は、名簿に記載された事項に変更が生じたことを第１項の規定による届出により

知ったときは、名簿及び登録者一覧表を修正するものとする。 

５ 市長は、避難行動要支援者登録者、緊急連絡先の家族、近隣協力者が次の各号のいず

れかに該当するときは、登録の取り消し又は名簿の修正を行うものとする。 

 (1) 死亡したとき。 

 (2) 市外に転出したとき。 

 (3) 避難行動要支援者の区分及び属性が別表に掲げる範囲外となったとき。 

 (4) 施設入所等により在宅でなくなったとき。 

 （登録者一覧表の返還） 

第10条 次の各号のいずれかに該当する者は、既に受領している登録者一覧表を市長に返

還するものとする。 

 (1) 避難支援等関係者でなくなった者 

 (2) 第６条第２項の規定により新たに作成された登録者一覧表の提供を受けた者 
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 （個別避難計画の作成） 

第11条 避難行動要支援者登録者のうち、個別避難計画の作成及び個別避難計画情報の避

難支援等実施者への提供に同意する者（以下「作成等同意者」という 。） は、郡山市

避難行動要支援者個別避難計画作成等同意確認書（第６号様式）に、同意する旨の署

名をし、郡山市避難行動要支援者個別避難計画書（第７号様式。以下「計画書」とい

う 。） に、支援を受けるために必要な情報を記載の上、市長に提出するものとする。

この場合において、作成等同意者は、計画書の記載に当たっては、避難支援等実施者

と協議するものとする。 

２ 作成等同意者は、計画書の記載に当たり、避難支援等実施者に関する個人情報の提供

について、避難支援等実施者から同意を得るものとし、避難支援等実施者、避難場所、

避難経路等を決定するものとする。 

３ 作成等同意者本人が筆記困難又は意思表示を行うことが困難であって計画書を記載で

きないときは、本人からの聞き取り等により親族等が記載を代理することができる。

ただし、同意する旨の署名については、本人又は家族に限るものとする。 

４ 市長は、計画書の記載に当たり、作成等同意者及び避難支援等実施者を支援するもの

とする。この場合において、計画書の作成を容易にするため、計画書の記載事項を満

たす書類を別に提出させることにより、計画書の提出に代えることができる。 

５ 市長は、前項後段の規定による場合においては、当該作成等同意者に係る計画書を作

成するものとする。 

６ 市長は、提出を受けた計画書の記載事項の確認を行うものとし、避難支援等実施者が

未決定の場合は、作成等同意者に対し、決定に向けて引き続き検討するよう求めるも

のとする。 

 （個別避難計画情報の利用及び提供） 

第12条 市長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、作成等同意者に

係る避難支援等実施者に対し、個別避難計画情報を提供するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に

おいて、避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要がある

と認めるときは、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に

対し、個別避難計画情報を提供することができる。この場合においては、個別避難計

画情報を提供することについて作成等同意者の同意を得ることを要しない。 

（個別避難計画の変更等） 

第13条 作成等同意者は、計画書に記載した内容に変更が生じたときは、市長に届け出る

ものとする。 

２ 前項の規定による届出は、作成等同意者自らの計画書の更新によるものとする。 

３ 市長は、計画書に記載された事項に変更が生じたことを第１項の規定による届出によ

り知ったときは、当該計画書を修正するものとする。 

４ 市長は、作成等同意者が、第９条第５項に規定する登録の取り消しとなった場合は、

当該作成等同意者の計画書を廃止するものとする。 

 （計画書に基づく避難支援等） 

第14条 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難支援等実施者は、
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自ら及び家族等の安全を確保した上で、作成等同意者の計画書に基づき、避難支援等

を実施するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、作成等同意者及び避難支援等実施者は、災害時等の状況に

応じて、計画書に基づく避難支援等を柔軟に変更して差し支えない。この場合におい

て、市長への報告は要しない。 

３ 避難支援等実施者は、計画書に基づく避難支援等の実施について、法的な責任や義務

を負うものではない。 

 （指定福祉避難所への直接の避難と計画書への明記） 

第15条 市長は、災害時において避難行動要支援者が日頃から利用している施設へ直接の

避難を促進するため、個別避難計画等の作成プロセス等を通じて、事前に指定福祉避

難所ごとに受入対象者に関する調整等を行うものとする。 

２ 前項の規定による直接の避難については、それを必要とする避難行動要支援者が、事

前に当該施設と協議するものとする。 

３ 前項の協議により双方が合意した場合において、避難行動要支援者は、申請書を市長

に提出するとともに、計画書に合意した旨を明記して市長に提出し、作成を完了する

ものとする。ただし、既に申請書及び計画書を市長に提出した者は、双方が合意した

旨を明記した計画書を改めて提出するものとし、申請書の再提出は要しない。 

４ 前項の場合において、市長は、直接の避難先とされる指定福祉避難所に対し、当該協

議に関する確認を行うことができる。 

５ 当該指定福祉避難所は、計画書に基づく直接の避難について、災害発生後の被災状況

や災害応急対策等を総合的に判断し、受入れの可否を決定するものとする。この場合

において、当該指定福祉避難所は、法的な責任や義務を負うものではない。 

（制度の普及啓発） 

第16条 市長は、制度の普及を図るため、市のウェブサイト、広報誌等を通じて、制度の

周知を行うものとする。 

２ 市長は、避難支援等関係者、福祉専門職等に対し、前項の周知への協力に努めるよう

求めるものとする。 

３ 市長は、地域における水害や土砂災害が発生するおそれのあるハザードエリアの状況、

避難行動要支援者の心身の状況、情報取得や判断への支援等、一人ひとりの状況に合

わせた必要性を考慮するものとする。この場合において、優先度が高いと判断した避

難行動要支援者については、登録の申請をはじめ、個別避難計画の速やかな作成につ

ながるよう個別案内を行うなど、啓発に努めるものとする。 

 （委任） 

第17条 この要綱に定めるもののほか、制度の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 この要綱は、平成20年９月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成21年１月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成24年12月１日から施行する。 
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   附 則 

  ( 施行期日 )  

 １ この要綱は、平成27年８月１日から施行する。 

  （経過措置） 

 ２ この規則の施行の際現に改正前の要綱の様式の規定により作成されている用紙は、

改正後の要綱の様式の規定にかかわらず、当分の間、所要の調整をして使用すること

ができる。 

  附 則 

 この要綱は、平成28年12月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年９月23日から施行する。 

附 則  

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年９月19日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年11月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和８年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に、改正前の要綱に規定する様式により行われた申請等の手続

は、改正後の要綱に規定する様式により行われたものとみなす。 

３ この要綱の施行の際、現に改正前の要綱の規定に基づき作成された用紙は、当分の間、

所要の調整をして使用することができる。 
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別表（第２条関係） 

郡山市における避難行動要支援者の範囲 

区分 避難行動要支援者区分   避難行動要支援者の属性 

高
齢
者 

一人暮らし高齢者又は高齢者

のみ世帯 

75歳以上の在宅の者 

要介護認定者 介護保険法（平成９年法律第 123 号）第７条第３

項に規定する要介護者の認定を受けている者で要

介護度３から５までの在宅の者 

 
 

 
 

 
 

障
が
い
者 

身体障がい者 身体障害者福祉法（昭和24年法律第 283 号）第15

条第４項に規定する身体障害者手帳の交付を受け

ている者のうち、その障害の程度が２級以上であ

る在宅の者 

知的障がい者 療育手帳制度について（昭和48年９月27日付け厚

生省発児第 156 号厚生事務次官通知）第２に規定

する療育手帳の交付を受けている者のうち、その

障害の程度がＡである在宅の者 

精神障がい者 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和

25年法律第 123 号）第45条に規定する精神障害者

手帳の交付を受けている者のうち、その障害の程

度が２級以上である在宅の者 

そ
の
他 

その他支援が必要と認められ

る者 

市長が支援の必要性を認めた者 
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第１号様式（第５条関係） 

             郡山市避難行動要支援者避難支援制度 

                登録申請書兼同意確認書 

郡山市長 

 

  私は、郡山市避難行動要支援者避難支援制度の趣旨に賛同し、次の情報を登録することを希

望します。災害が発生した場合は、避難支援を必要とするので、郡山市避難行動要支援者名簿

に記載された個人情報を、私の避難支援活動のために避難支援等関係者（民生委員、町内会、

自主防災組織、消防機関、警察、社会福祉協議会、地域包括支援センター）に提供することに

同意します。 

また、災害の規模や支援者の状況等により、支援が受けられない場合があることを理解して

います。 

 

  令和  年  月  日 

本 人 署 名                      

代理人署名         本人との関係      

（本人が自署できない場合又は同意の判断が困難な場合は、代理人の署名をしてください。） 

 

本人（避難行動要支援者） 

生年月日 
（大・昭・平・令） 

  年  月  日生 
フリガナ  

氏  名 （男・女） 
固定電話   －   － 

住 所 又 は 

居 住 地 

                 

                   

携帯番号 －   － 

町内会名  

家 族 構 成 

(本人含む) 

 

人 

居住建物 

の構造 
 階建 

普段いる部屋  

寝室の位置  

緊急時の家族等の連絡先 

１  フ リ ガ ナ  
固定電話   －   － 

氏   名  
携帯電話 －   － 

住   所  
本人との 

関係 
 

２  

 

 

 

 

フ リ ガ ナ  
固定電話   －   － 

 氏   名  
携帯電話 －   － 

住   所  
本人との 

関係 
 

                   （裏面へ） 
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避難行動要支援者の区分及び属性（いずれも在宅者に限ります） □に✓又は記入してください。 

高齢者 
７５歳以上 □  一人暮らし高齢者  □  高齢者のみ世帯 

要介護認定 □  要介護度３  □  要介護度４  □  要介護度５ 

障がい者 

身体障害者手帳 □  １級   □  ２級 

療育手帳 □  Ａ判定 

精神障害者保健福祉手帳 □  １級   □  ２級 

その他 支援が必要な理由  

特記事項（特に知っておいてほしいこと） 

 

 

 

近隣協力者（支援する人） 

 私は、郡山市避難行動要支援者避難支援制度に賛同し、災害時には要支援者を避難支援する

ことに努めます。また、円滑な避難支援活動のために郡山市避難行動要支援者名簿に記載され

る次の情報を、避難支援等関係者（民生委員、町内会、自主防災組織、消防機関、警察、社会

福祉協議会、地域包括支援センター）に提供することに同意します。 

１  フリガナ  
固 定 電 話 －  － 

氏  名 

（自署） 

 

携 帯 電 話 －  － 

住   所  

２  フリガナ  
固 定 電 話 －  － 

氏  名 

（自署） 
 

携 帯 電 話 －  － 

住   所 
 

 

  この申請書に記載されている情報は、市民との協働による安心で安全なまちづくりを推進す

るため、避難行動要支援者の避難支援に利用することを目的とするものであり、それ以外の目

的に使用いたしません。 
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第２号様式（第６条関係） 

郡山市避難行動要支援者登録者一覧表 
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第３号様式（第６条関係） 

 

 

           郡山市避難行動要支援者避難支援制度に関する覚書           

 

 

郡山市（以下「甲」という。）と             （以下「乙」という。）は、

郡山市避難行動要支援者避難支援制度に関して、次のとおり覚書を締結する。 

 

 

 １ 甲は、郡山市避難行動要支援者避難支援制度に関する要綱（平成 20 年９月１日制定）に基

づき、災害時における郡山市避難行動要支援者登録者一覧表(以下「登録者一覧表」という。）

を乙に交付するものとする。 

 ２ 乙は、登録者一覧表を受領したときは、この情報が個人のプライバシーに深く関わるもの

であるため、郡山市避難行動要支援者避難支援制度の趣旨を理解するとともに、災害対策基

本法第 49 条の 13 の規定を遵守し、その情報管理に万全の注意を払うものとする。 

 ３ 乙は、次に掲げる事項を遵守する。 

  (1) 登録者一覧表に記載された情報及び支援上知り得た個人の秘密の漏えいをしないこと。 

  (2) 要支援者の支援以外の目的に使用しないこと。 

  (3) 登録者一覧表の汚損、紛失、盗難等がないよう適正に管理すること。 

  (4) 原則として、登録者一覧表を複製し、又は転写しないこと。 

  (5) 登録者一覧表を紛失したときは、速やかに甲に報告すること。 

  (6) 避難支援等関係者でなくなったとき又は新たに作成された登録者一覧表の提供を受けた

ときは、既に受領している登録者一覧表を甲に返還すること。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

               甲  郡山市 

                  代表者 郡山市長 

 

               乙  住 所                    

                  団体名                    

                  代表者役職氏名                
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第４号様式（第６条関係） 

 

           郡山市避難行動要支援者登録者一覧表受領書             

 

 

  本日、郡山市避難行動要支援者登録者一覧表を確かに受領しました。今後は、郡山市避難

行動要支援者避難支援制度に関する覚書を遵守し、個人情報を取り扱います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

  郡山市長 

 

 

                 住 所                      

                 団体名                      

                 代表者役職氏名                  
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第５号様式（第９条関係） 

郡山市避難行動要支援者登録情報変更届 
郡山市長 

令和  年  月  日 

住所                             

届出者                 要支援者 

    氏名              との関係        

さきに登録された情報について、次のとおり変更が生じましたので届け出ます。 

変更届出区分（１又は２を○で囲み、１の場合は理由も〇で囲んでください。） 

１．避難行動要支援者登録から削除希望  ➡ 理由（ 施設入所等 ・ 支援不要 ） 

２．登録事項の変更・追加（以下の欄に、変更後の内容を記入してください。） 

避
難
行
動
要
支
援
者 

フリガナ  

生年月日 
（大・昭・平・令） 

年  月  日 氏名  

住所又は 

居住地 

 固定電話   ー  ー 

携帯電話   ー  ー 

居住建物

の構造 

（例）木造 ２階建 

  造  階建 

普段いる部屋  家族構成 人（本人含む） 

寝室の位置  町内会名  

備 考 
 

 

緊
急
時
の
連
絡
先 

１ 

フリガナ  固定電話   ー  ー 

氏名  携帯電話   ー  ー 

住所 
 

 
要支援者との関係  

２ 

フリガナ  固定電話   ー  ー 

氏名  携帯電話   ー  ー 

住所 
 

 
要支援者との関係  

近
隣
協
力
者 

１ 

フリガナ  

固定電話   ー  ー 
氏名  

住所 
 

 
携帯電話   ー  ー 

２ 

フリガナ  

固定電話   ー  ー 
氏名  

住所 
 

 
携帯電話   ー  ー 

  ※ 近隣協力者について、新たに追加もしくは既に登録された方を他の方に変更する場合、裏面に

それらの方々の署名等をお願いします。 
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近隣協力者（支援する人） 

 私は、郡山市避難行動要支援者避難支援制度に賛同し、災害時には要支援者を避難支援することに

努めます。また、円滑な避難支援活動のために郡山市避難行動要支援者名簿に記載される次の情報

を、避難支援等関係者（民生委員、町内会、自主防災組織、消防機関、警察、社会福祉協議会、地域

包括支援センター）に提供することに同意します。 

１ 

フリガナ  
固定電話 －  － 

氏  名 

（自署） 
 

携帯電話 －  － 

住  所 
 

 

２ 

フリガナ  
固定電話 －  － 

氏  名 

（自署） 
 

携帯電話 －  － 

住  所 
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第６号様式（第 11 条関係） 

 

 

郡山市避難行動要支援者個別避難計画 

作成等に係る同意確認書 
 

 

個別避難計画は、災害対策基本法に基づき、避難行動要支援者お一人おひとりの円滑かつ迅速な避

難支援を図るため、避難行動要支援者名簿に登録された情報に加え、避難支援等実施者（あなたの避

難を支援する人）や避難先等を記載したものです。 

個別避難計画の内容である「誰と、どこに、どのように避難するか」は、あなただけでなく家族や近

隣の支援者等とともに決めることができます。 

個別避難計画が完成した後は、 

①平常時は、作成にあたり決定した避難支援等実施者に、個別避難計画情報を提供し、共有します。 

②災害が発生し、又は、発生するおそれがある場合おいて、特に必要があると認めるときは、災害対

策基本法に基づき、避難支援等の実施に必要な限度で避難支援等関係者（民生委員、町内会、自

主防災組織、消防機関、警察、社会福祉協議会、地域包括支援センター）に個別避難計画情報を提

供し、共有することがあります。 

以上のことから、個別避難計画書の作成及び情報共有をすることに同意していただくことにより、

災害が発生し、又は、発生するおそれがある場合に、あなたは避難行動の支援を受けられる可能性が

高まりますが、避難支援等実施者自身やその家族等の安全が前提のため、同意によって、災害時に避

難行動の支援が必ず実施されることを保証するものではなく、また、避難支援等実施者は、法的な責

任や義務を負うものではありません。 

 

 

 

  

 

郡山市長 

 

 私は、個別避難計画の意義を理解するとともに、個別避難計画を作成することに同意します。 

また、個別避難計画の情報を避難支援実施者に提供することに同意します。 

 

 令和  年  月  日 

             本 人 署 名                         

 

             代理人署名                         

（本人が自署できない場合又は同意の判断が困難な場合は、代理人の署名をしてください。） 
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